
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 346 プール開放事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 学校教育課 課長名 木戸　貴秀
この事務事業の開始時期 平成１７（2005）年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市立学校プール開放管理要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成１７（2005）年度より、なかよし地区（中部小学 平成１６（2004）年度で、三好総合公園内の町営プー
校）、きたよし地区（緑丘小学校）、みなよし地区（ ルが廃止されたため、その受け皿となる施設として、
南部小学校）の各１校ずつで、市民一般を対象に小学 小学校プールを一般開放して、市民の需要に応える。
校プールを開放し、加えて一般開放以外の小学校にお また、学校施設の有効活用を図り、地域開放の一層の
いて、夏季休業中にＰＴＡが当該小学校児童を対象に 促進を目指す。
行うプール開放事業に対して補助金

令

を交付してきた。
平成

和

２８（2016）年度

 

から、市内全小学校（

5

８校）で
市直営事業と

年

してのプール一般開放

度

を行っている。
「ＳＤ

（

Ｇｓの取り組み：3,

4

17」

市内の６小学校

年

において、学校運営に

度

支障のない範囲で、土

実

・日曜日を除く毎日、

施

R4年度に実施した具

分

体的な 午前９時から正

）

午、１３時から１６時

事

まで市内在住の小中学

務

生に開放を実施した。

事

事業の方法、手順、指

業

標に対す 実施にあたっ

目

ては、専門の業者に管

的

理運営を委託した。
る

評

成果等

事務事業を取り

価

巻く状況は過去と比べ

表

変化しているか (1)

様

活動指標（事務事業の

式

活動量を表す指標）

変

1

化していない。 名称 単

-

位
① 一般開放する学校

1

プール数 施設
変 化

②

記

小学校夏季休業中の開

入

放プール数 施設
内 容

日

対象(この事業の対象

令

、範囲となる人、物)

和

(2)対象指標（対象

0

の大きさを表す指標）

6

市民 名称 単位
① 人口 人

年

②
目的(この事業によ

0

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

月

) (3)成果指標（目

2

的の達成度を示す指標

4

）

夏季休業中に小学校

日

のプールを利用しても

１

らう 名称 単位
① 入場者

事

数 人
②

結果(上位基本

務

事業の意図) (4)結

事

果の成果指標（上位基

業

本事業の成果指標）

日

の

常的にスポーツをし、

現

仲間づくりに取り組ん

状

でもらう。 名称 単位
①

　

市民1人の週1回以上

Ｐ

のスポーツ実施率 ％
②

Ｌ

事務事業の各種指標の

Ａ

実績と見込及び目標

R

Ｎ

3年度 R4年度 R4年

及

度 R5年度 R6年度 R

び

7年度 R8年度
指標 

Ｄ

＼ 年度 単位
実績値 計

Ｏ

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
(1)

務

の ① 施設 8 6 6 4 4 4

事

4
活動指標 ② 施設 0 0

業

6 4 4 4 4
(2)の ①

名

人 61,236 62,

N

360 61,218 6

o

1,375 61,65

.

6 61,938 62,

3

219
対象指標 ②
(3

4

)の ① 人 0 4,250

6

2,445 4,000

プ

4,000 4,000

ー

4,000
成果指標 ②

ル

(4)の結果の ① ％ 5

開

0.4 54.1 51 5

放

7.7 61.3 65 6

事

5
成果指標 ②

予算費目

業

会計 01 一般会計 款

政

10 項 01 目 02

コス

策

ト 年度 R3年度 R4年

こ

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度 R7年度 R8年

事

度
実績値 計画値 実績値

務

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
事業費(決算又は

業

予算額)Ａ 単位 0 13

施

,000 11,267

策

13,000 0 0 0

財

の

源
内
訳

 国庫支出金 千

位

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

置

支出金 千円 0 0 0 0 0

基

0 0
 地方債 千円 0 0

本

0 0 0 0 0
 その他 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

業

般財源 千円 0 13,0

主

00 11,267 13

管

,000 0 0 0
人件費

課

Ｂ 千円 1,002.7

名

821.7 953.2

課

821.7 821.7

長

821.7 821.7

名

正職員従事時間×人数

こ

時間×人 277× 1 2

の

27× 1 260× 1 2

事

27× 1 227× 1 2

務

27× 1 227× 1
正

事

職員以外の人件費 千円

業

0 0 12 0 0 0 0
その

の

他の費用Ｃ 千円 20 2

開

0 107 20 20 20

始

20
トータルコストA

時

+B+C 千円 1,02

期

2.7 13,841.

事

7 12,327.2 1

務

3,841.7 841

区

.7 841.7 841

分

.7
単位あたりコスト

法

① 千円/人 0 0.2 0

定

.2 0.2 0 0 0
（ﾄ

受

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

託

の対象指標）② 千円/

事

0 0 0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

境変化に伴って目的は

業

左右されないため、見

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
直しは必要

o

ないものとする。
に伴

.

い、目的を見直す（目

3

その理由
的の追加・拡

4

充又は絞込）

必要はあ

6

りませんか？ ■ ない

有

プ

効
性

開放する学校を４

ー

校に減らし、水質の維

ル

持管理に係る経費を削

開

減することで開
今以上

放

に事業の成果を向上
放

事

日数を減らさずにコス

業

トの削減を図ることが

２

できる。
させる方法を

評

記入して下さ
このため

価

、毎年交互に４校ずつ

　

の開放を実施していく

Ｃ

。
い。 内　容
※(3)

Ｈ

の成果指標を向上させ

Ｅ

る

　ことはできますか

Ｃ

？

R4(2022)年

Ｋ

度はコロナ渦での再開

目

であったため、人数制

的

限など感染対策を実施

妥

目的達成状況 内　容 し

当

ての開催となった。利

性

用人数は、コロナ禍前

こ

の30%程度にとどま

の

った。

□民間への一部

事

委託 ■民間への全部委

業

託
市関与の必要性 □指

の

定管理 □補助金・負担

必

金助成 □市の直営
内　

要

容
　（実施手法） 現状

性

でほとんどの業務を専

は

門業者に委託している

薄

。

効
率
性

事業内容を鑑

れ

みると、統廃合による

て

事業の効率化又は成果

得

の向上は難しい。
事務

ら

事業の統廃合により、

れ

事業の効率化を図り、

て

成果
内　容

を向上させ

い

る方法を記入し

て下さ

る

い。

現状でほとんどの

い

業務を専門業者に委託

ま

している。
現状より事

せ

業費・人件費を

削減す

ん

る方法を記入して下

さ

か

い。（仕様の変更、外

。

部 内　容
委託、従事時

十

間の削減等は

できない

分

か？)

公
平
性

特になし

な

。
□ ある ■ 現状で適正

成

受益者負担はあります

果

か？

また、受益者負担

が

割合は適 ■ ない □ 検討

理

が必要 内　容
正ですか

　

？
□ 受益者がいない

３

由

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

議会から、利用人

ら

数に対して事業費 土・

れ

日の開放を実施するな

て

ど、開催
事業実施上の

い

課題、住 が大きく製菓

ま

が少ない。また、こど

す

方法を見直すことによ

か

り、利用増を
民・議会

？

等からの意見 意　見 も

得

だけでなく市民全体の

ら

需要にこた 対応策 図る

れ

。
と対応策 える事業で

て

ないことなどから中止

い

を
提案された。
R4(

な

2022)年度は、三

い

吉小学校と天王 R5(

事

2023)年度から各

業

年、開催校を４
R5年

進

度の事業計画は前 変　

展

更
小学校が工事中であ

等

るため6校で実 校とし

に

、実施する。
年度から

よ

変更・追加は 前年度 ・

る

施した。
あるか 追　加

環

今後の事業・コスト・

境

成果の方向性 今後の事

変

業の方向性、改革・改

化

善案
※今年度からの具

あ

体的な事業の進め方、

る

手段の見直し等、各方

に

向性の内容

　　　　　

伴

　　　　□　拡大 市民

い

の健康維持促進と体力

、

向上のためには、事業

対

は必
　　　　　　　　

象

　□　改善 要と考える

を

が、他の方法を含め、

見

実施方法を検討する
　

直

　　　　　　　　□　

す

現状維持 こととし、事

（

業を休止する。
　　　

拡

　　　　　　□　縮小

そ

　　　　　　　　　□

の

　統合
　　　　　　　

理

　　□　完了
　　　　

由

　　　　　■　廃止・

大

休止
コストの方向性
　

・

　　　　　　　　↓　

縮

減少
成果の方向性
　　

小

　　　　　　　→　維

）

持

2

必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 346 プール開放事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

各学校で、期間中多数の市民が参加しており、本事業の必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

性がうかがえる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業内容を鑑みると、環境変化に伴って目的は左右されないため、見
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある 直しは必要ないも

1

のとする。
に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

事

務

業内容を鑑みると、環



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 427 スポーツ推進審議会運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 スポーツ基本法、みよし市スポーツ推進審議会条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

スポーツ推進審議会はスポーツ基本法に基づき設置す 令和４(2022)年度の成人の週1回以上のスポーツ実施
るもので、スポーツの推進に関し教育委員会からの諮 率は47.8%である。運動することでストレス解消や生
問に応じて、審議、答申を行う。 活習慣病の予防に効果がある。生涯にわたりスポーツ
「ＳＤＧｓの取組：３,４」 を行うことで市民の健康寿命を延伸し、健康に生涯を

送ることができるよう取組が求められている。
令和2(2020)年度に、スポーツ基本法に基づき、みよ
し

令

市スポーツ推進計画（

和

計画期間10年：平成

 

28(2016)
年度

5

から令和7(2025

年

)年度）の中間見直し

度

を行った。
計画の施策

（

を実施しスポーツ実施

4

率の向上を図る。
 

ス

年

ポーツ推進計画に基づ

度

く事業の検証。
R4年

実

度に実施した具体的な

施

令和４(2022)年

分

度は審議会会議を1回

）

開催し、スポーツ実施

事

アンケート調査項目の

務

事業の方法、手順、指

事

標に対す 検討、スポー

業

ツ推進計画の実施状況

目

の検証を行った。
る成

的

果等

事務事業を取り巻

評

く状況は過去と比べ変

価

化しているか (1)活

表

動指標（事務事業の活

様

動量を表す指標）

スポ

式

ーツ活動を支える担い

1

手の減少等により公益

-

的な地域 名称 単位
スポ

1

ーツを推進する体制の

記

見直しが求められてい

入

る。また ① 審議会開催

日

回数 回
変 化

、今後の

令

スポーツ政策の在り方

和

について検討していく

0

必要 ② スポーツ実施ア

5

ンケートの配布人数 人

年

内 容
がある。

対象(

1

この事業の対象、範囲

2

となる人、物) (2)

月

対象指標（対象の大き

0

さを表す指標）

審議会

6

委員 名称 単位
① 人口 人

日

②
目的(この事業によ

１

って上記対象をどのよ

事

うな状態にしたいのか

務

) (3)成果指標（目

事

的の達成度を示す指標

業

）

答申、建議を受け、

の

スポーツ推進施策に反

現

映する。 名称 単位
① 答

状

申・建議の件数 件
②

結

　

果(上位基本事業の意

Ｐ

図) (4)結果の成果

Ｌ

指標（上位基本事業の

Ａ

成果指標）

スポーツ推

Ｎ

進のための課題に対し

及

て、解決策を見出し、

び

計画に反 名称 単位
映す

Ｄ

る。 ① 答申・建議の件

Ｏ

数 件
②

事務事業の各種

事

指標の実績と見込及び

務

目標

R3年度 R4年度

事

R4年度 R5年度 R6

業

年度 R7年度 R8年度

名

指標 ＼ 年度 単位
実

N

績値 計画値 実績値 計画

o

値 目標値 目標値 目標値

.

(1)の ① 回 1 1 1 1

4

4 4 4
活動指標 ② 人 1

2

,000 1,000 1

7

,000 1,000 1

ス

,000 1,000 1

ポ

,000
(2)の ① 人

ー

61,218 62,3

ツ

60 61,375 61

推

,656 61,938

進

62,219 62,5

審

00
対象指標 ②
(3)

議

の ① 件 1 1 1 1 1 1 1

会

成果指標 ②
(4)の結

運

果の ① 件 1 1 1 1 1 1

営

1
成果指標 ②

予算費目

事

会計 01 一般会計 款

業

10 項 06 目 01

コス

政

ト 年度 R3年度 R4年

策

度 R4年度 R5年度 R

こ

6年度 R7年度 R8年

の

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
事業費(決算又は

事

予算額)Ａ 単位 106

業

250 109 250 4

施

79 856 215

財
源

策

内
訳

 国庫支出金 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 県支

位

出金 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
 地方債 千円 0 0 0

基

0 0 0 0
 その他 千円

本

0 0 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 106 250

業

109 250 479 8

主

56 215
人件費Ｂ 千

管

円 1,810 2,17

課

2 1,802.8 1,

名

802.8 1,802

課

.8 1,802.8 1

長

,802.8
正職員従

名

事時間×人数 時間×人

こ

250× 2 300× 2

の

166× 3 166× 3

事

166× 3 166× 3

務

166× 3
正職員以外

事

の人件費 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
その他の費用Ｃ

の

千円 83 83 141 1

開

41 141 141 14

始

1
トータルコストA+

時

B+C 千円 1,999

期

2,505 2,052

事

.8 2,193.8 2

務

,422.8 2,79

区

9.8 2,158.8

分

単位あたりコスト ① 千

法

円/人 0 0 0 0 0 0 0

定

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

受

2)の対象指標）② 千

託

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

スポーツ基本法に

業

基づき設置、運営して

名

いる事業であるため。

N

事業進展等による環境

o

変化 □ ある
に伴い、目

.

的を見直す（目
その理

4

由
的の追加・拡充又は

2

絞込）

必要はありませ

7

んか？ ■ ない

有
効
性

ス

ス

ポーツ推進計画に基づ

ポ

き施策を実施する。
今

ー

以上に事業の成果を向

ツ

上

させる方法を記入し

推

て下さ

い。 内　容
※(

進

3)の成果指標を向上

審

させる

　ことはできま

議

すか？

スポーツ推進計

会

画に基づき実施する施

運

策の検証を行っている

営

。
目的達成状況 内　容

事

□民間への一部委託 □

業

民間への全部委託
市関

２

与の必要性 □指定管理

評

□補助金・負担金助成

価

■市の直営
内　容

　（

　

実施手法） スポーツ基

Ｃ

本法に基づき、みよし

Ｈ

市教育委員会の諮問に

Ｅ

応じて開催するもので

Ｃ

あるため。

効
率
性

スポ

Ｋ

ーツ基本法に基づき設

目

置するものであるため

的

、統廃合にそぐわない

妥

。
事務事業の統廃合に

当

より、

事業の効率化を

性

図り、成果
内　容

を向

こ

上させる方法を記入し

の

て下さい。

スポーツ実

事

施アンケートを民間委

業

託することにより人件

の

費の削減は期待される

必

現状より事業費・人件

要

費を
が、事業費との相

性

殺ができるかの検討は

は

必要である。
削減する

薄

方法を記入して下

さい

れ

。（仕様の変更、外部

て

内　容
委託、従事時間

得

の削減等は

できないか

ら

？)

公
平
性

直接的な受

れ

益者はいないため。
□

て

ある □ 現状で適正
受益

い

者負担はありますか？

る

また、受益者負担割合

い

は適 □ ない □ 検討が必

ま

要 内　容
正ですか？

■

せ

受益者がいない

３
改
革

ん

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

か

令和２年(2020)

。

度に中間見直しを行 国

十

、県の計画を踏まえ、

分

みよし市の
事業実施上

な

の課題、住 った、みよ

成

し市スポーツ推進計画

果

の スポーツ推進の方針

が

、課題解決につ
民・議

理

会等からの意見 意　見

　

施策の進捗状況を確認

由

、結果を検証 対応策 い

得

て調査、審議を行う。

ら

と対応策 すること。

令

れ

和２(2020)年度

て

に中間見直しを行 教育

い

委員会の諮問の有無に

ま

応じて、
R5年度の事

す

業計画は前 変　更
った

か

ため、審議会を4回か

？

ら1回とす 審議会を開

得

催する。
年度から変更

ら

・追加は 前年度 ・
る。

れ

あるか 追　加

今後の事

て

業・コスト・成果の方

い

向性 今後の事業の方向

な

性、改革・改善案
※今

い

年度からの具体的な事

事

業の進め方、手段の見

業

直し等、各方向性の内

進

容

　　　　　　　　　

展

□　拡大 スポーツ推進

等

計画の施策の進歩状況

に

を確認、結果の検
　　

よ

　　　　　　　□　改

る

善 証を年1回開催する

環

。
　　　　　　　　　

境

■　現状維持 今後は、

変

令和８(2026)か

化

ら新たな市スポーツ推

あ

進計画
　　　　　　　

る

　　□　縮小 を施行す

に

るため、本市のスポー

伴

ツ推進の検証や先進地

い

　　　　　　　　　□

、

　統合 の取り組みを踏

対

まえ、今後10年間の

象

計画策定を行う。
　　

を

　　　　　　　□　完

見

了
　　　　　　　　　

直

□　廃止・休止
コスト

す

の方向性
　　　　　　

（

　　　↑　増加
成果の

拡

方向性
　　　　　　　

そ

　　→　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 427 スポーツ推進審議会運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

教育委員会の諮問に応じて調査審議し、その内容を教育委員
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

会へ答申するため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

みよし市スポーツ推進審議会条例において、委

様

員の人数が定められ、

式

事業進展等による環境

1

変化
□ ある 適切に運営

-

されているため。
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 428 スポーツ推進委員等運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林  幸男　
この事務事業の開始時期 昭和39(1964)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 スポーツ基本法、みよし市スポーツ推進委員に関する規則等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

スポーツ推進委員はスポーツ基本法において、スポー スポーツ推進委員は、毎月1回の定例会議を開催し、
ツの推進のための事業の実施に係る連絡調整を行うも 主管するスポーツ祭・マラソン駅伝大会等の運営に係
のとされている。 る協議を行う。また、ニュースポーツの普及・啓発に
また、地区スポーツ委員は各行政区に1人ずつ配置し より、市民の体力つくり、健康づくりに寄与している
スポーツ推進委員と連携しながらスポーツ実施率の向 。小中学校、行政区、子ども会等の要請に

令

応じ、スポ
上を図る。

和

ーツイベントに係る指

 

導補助を行っている。

5

「ＳＤＧｓの取組：３

年

,４」 地区スポーツ委

度

員は、行政区を対象と

（

したスポーツ事
業の調

4

整・取りまとめを行い

年

、推進委員と連携しな

度

が
ら、地域におけるス

実

ポーツ推進に寄与して

施

いる。

月例スポーツ推

分

進委員会議を開催。従

）

来の体育祭から大会名

事

を変え、「だれでも気

務

R4年度に実施した具

事

体的な 軽に楽しくスポ

業

ーツ」をテーマにした

目

スポーツ祭を実施した

的

。マラソン駅伝大会等

評

事業の方法、手順、指

価

標に対す の運営に係る

表

協議等、及び本市のス

様

ポーツの推進に向けた

式

協議を行った。また、

1

愛
る成果等 知県スポー

-

ツ推進委員研修会、西

1

三河地区スポーツ推進

記

委員実技研修会、東海

入

四県
スポーツ推進委員

日

研究大会等に参加し、

令

実技指導の資質向上を

和

図った。

事務事業を取

0

り巻く状況は過去と比

5

べ変化しているか (1

年

)活動指標（事務事業

0

の活動量を表す指標）

5

市と地域住民との間に

月

立ち連絡調整をしてい

2

ただくことが 名称 単位

4

課題であり、市との連

日

携体制を強化・構築し

１

て、連絡調整 ① 推進委

事

員会会議・研修回数 回

務

変 化
業務を遂行しや

事

すい体制づくりが求め

業

られている。 ② 推進委

の

員会主管イベント回数

現

回
内 容

対象(この事

状

業の対象、範囲となる

　

人、物) (2)対象指

Ｐ

標（対象の大きさを表

Ｌ

す指標）

市民全体 名称

Ａ

単位
① 人口 人
②

目的(

Ｎ

この事業によって上記

及

対象をどのような状態

び

にしたいのか) (3)

Ｄ

成果指標（目的の達成

Ｏ

度を示す指標）

気軽に

事

スポーツに親しむ・関

務

わる 名称 単位
① 推進委

事

員会主管イベントの参

業

加者数 人
②

結果(上位

名

基本事業の意図) (4

N

)結果の成果指標（上

o

位基本事業の成果指標

.

）

スポーツイベントの

4

開催などを通して、ス

2

ポーツに関わる人を増

8

名称 単位
やす ① 成人の

ス

週1回以上のスポーツ

ポ

実施率 ％
②

事務事業の

ー

各種指標の実績と見込

ツ

及び目標

R3年度 R4

推

年度 R4年度 R5年度

進

R6年度 R7年度 R8

委

年度
指標 ＼ 年度 単

員

位
実績値 計画値 実績値

等

計画値 目標値 目標値 目

運

標値
(1)の ① 回 14

営

21 22 21 21 21

事

21
活動指標 ② 回 0 1

業

3 8 9 14 14 14
(

政

2)の ① 人 61,21

策

8 62,360 61,

こ

375 61,656 6

の

1,938 62,21

事

9 62,500
対象指

務

標 ②
(3)の ① 人 0 7

事

,000 16,139

業

41,124 7,00

施

0 7,000 7,00

策

0
成果指標 ②

(4)の

の

結果の ① ％ 45 53.

位

5 47.8 57.3 6

置

1.2 65 65
成果指

基

標 ②
予算費目 会計 01

本

 一般会計 款 10 項 0

事

6 目 01

コスト 年度 R

業

3年度 R4年度 R4年

主

度 R5年度 R6年度 R

管

7年度 R8年度
実績値

課

計画値 実績値 計画値 目

名

標値 目標値 目標値
事業

課

費(決算又は予算額)

長

Ａ 単位 5,209 8,

名

095 6,525 8,

こ

121 7,993 7,

の

915 7,781

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
 県支

事

出金 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 地方債 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 その他 千円

開

0 11 2 66 72 72

始

72
 一般財源 千円 5

時

,209 8,084 6

期

,523 8,055 7

事

,921 7,843 7

務

,709
人件費Ｂ 千円

区

4,687.9 4,8

分

14.6 6,461.

法

7 6,461.7 6,

定

461.7 6,461

受

.7 6,461.7
正

託

職員従事時間×人数 時

事

間×人 185× 7 19

務

0× 7 255× 7 25

自

5× 7 255× 7 25

治

5× 7 255× 7
正職

事

員以外の人件費 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
その他の

こ

費用Ｃ 千円 152 15

の

2 848 848 848

事

848 848
トータル

務

コストA+B+C 千円

事

10,048.9 13

業

,061.6 13,8

の

34.7 15,430

根

.7 15,302.7

拠

15,224.7 15

法

,090.7
単位あた

令

りコスト ① 千円/人 0

事

.2 0.2 0.2 0.

業

3 0.2 0.2 0.2

の

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

概

2)の対象指標）② 千

要

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

化
□ ある

に伴い、対象

業

を見直す（拡
その理由

名

大・縮小）必要はあり

N

ませ
■ ない

んか？

スポ

o

ーツ基本法に基づき設

.

置・運営している事業

4

であるため。
事業進展

2

等による環境変化 □ あ

8

る
に伴い、目的を見直

ス

す（目
その理由

的の追

ポ

加・拡充又は絞込）

必

ー

要はありませんか？ ■

ツ

ない

有
効
性

市民のスポ

推

ーツに対するニーズを

進

的確に把握し、実情に

委

応じたスポーツ推進事

員

今以上に事業の成果を

等

向上
業が実施できるよ

運

う、各委員の資質向上

営

を図る。
させる方法を

事

記入して下さ

い。 内　

業

容
※(3)の成果指標

２

を向上させる

　ことは

評

できますか？

コロナ対

価

策を講じ各種イベント

　

を実施したことで、ス

Ｃ

ポーツの推進を行った

Ｈ

。
目的達成状況 内　容

Ｅ

西三河地区スポーツ推

Ｃ

進委員実技研修会や東

Ｋ

海四県スポーツ推進委

目

員研究大会
等に参加し

的

たことで、スポーツ推

妥

進委員の資質向上を図

当

ることができている。

性

■民間への一部委託 □

こ

民間への全部委託
市関

の

与の必要性 □指定管理

事

□補助金・負担金助成

業

■市の直営
内　容

　（

の

実施手法） スポーツ推

必

進委員会が主管するイ

要

ベントの一部について

性

、イベントそのものの

は

開催、運営方法を検討

薄

する必要がある。

効
率

れ

性

スポーツ基本法に基

て

づき設置するものであ

得

るため、統廃合はそぐ

ら

わない。
事務事業の統

れ

廃合により、

事業の効

て

率化を図り、成果
内　

い

容
を向上させる方法を

る

記入し

て下さい。

主管

い

イベントの準備・運営

ま

について、支えるスポ

せ

ーツの推進としてボラ

ん

ンティ
現状より事業費

か

・人件費を
アを活用す

。

ることにより、従事時

十

間の削減が期待できる

分

。
削減する方法を記入

な

して下

さい。（仕様の

成

変更、外部 内　容
委託

果

、従事時間の削減等は

が

できないか？)

公
平
性

理

カローリング交流会参

　

加費
■ ある □ 現状で適

由

正
受益者負担はありま

得

すか？ レクリエーショ

ら

ンスポーツフェスタ参

れ

加費
また、受益者負担

て

割合は適 □ ない ■ 検討

い

が必要 内　容
正ですか

ま

？
□ 受益者がいない

３

す

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

か

Ｏ
Ｎ

スポーツ推進委員

？

、地区スポーツ委 合同

得

会議等において連携を

ら

図る。
事業実施上の課

れ

題、住 員相互に連携し

て

、スポーツ推進活動
民

い

・議会等からの意見 意

な

　見 を行う必要がある

い

。 対応策
と対応策

各種

事

イベント、スポーツ推

業

進委員会 変更：なし。

進

R5年度の事業計画は

展

前 変　更
の定例会議（

等

毎月1回）の開催及び

に

追加：西三河地区スポ

よ

ーツ推進委員
年度から

る

変更・追加は 前年度 ・

環

スポーツ派遣指導、研

境

修会等への出 実技研修

変

会の開催。
あるか 追　

化

加
席

今後の事業・コス

あ

ト・成果の方向性 今後

る

の事業の方向性、改革

に

・改善案
※今年度から

伴

の具体的な事業の進め

い

方、手段の見直し等、

、

各方向性の内容

　　　

対

　　　　　　□　拡大

象

スポーツ推進に関する

を

諸問題解決のため、推

見

進委員の
　　　　　　

直

　　　□　改善 資質向

す

上及び技能習得を図る

（

とともに、効果的なス

拡

ポ
　　　　　　　　　

そ

■　現状維持 ーツ推進

の

の在り方を検討する必

理

要がある。市民誰もが

由

　　　　　　　　　□

大

　縮小 スポーツに親し

・

める機会の提供を検討

縮

していくことに
　　　

小

　　　　　　□　統合

）

よりスポーツ実施率の

必

向上を図る。部活動地

要

域移行に
　　　　　　

は

　　　□　完了 伴い総

あ

合型地域スポーツクラ

り

ブとの連携・協力を促

ま

進
　　　　　　　　　

せ

□　廃止・休止 する。

な

スポーツ推進委員の認

い

知度を高めるためHP

ん

等に
コストの方向性 よ

か

る広報活動を積極的に

？

行っていく。
　　　　

事

　　　　　→　維持
成

業

果の方向性
　　　　　

進

　　　　→　維持

2

展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 428 スポーツ推進委員等運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

「スポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

住民に対するスポーツの実技の指導その他スポーツに関する
いませんか。十分な成果が 理　由

指導及び助言を行う」というスポーツ推進委

様

員の目的を果た
得られ

式

ていますか？ □ 得られ

1

ていない
しているため

-

。
スポーツ基本法に基

2

づき設置・運営してい

事

る事業であるため。
事

務

業進展等による環境変



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 429 スポーツ協会補助事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和37(1962)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

スポーツ協会は、みよし市におけるスポーツ団体を総 18競技団体とスポーツ少年団12団体の計30団体、約4,
括し、スポーツの普及と振興を図り、市民の健全な心 291名の会員登録がある。
身の発展に寄与することを目的に、加盟団体の活動支 スポーツ振興は、スポーツ活動を活性化し、実施者に
援、指導者の養成・確保、顕彰をはじめ、前述の目的 とって心身の健康を増長できるものである。また、青
を達成するために必要なスポーツ振興事業を実施して 少年の健全育成にも寄与することから、スポーツ協会
いる。 の活動を支援することは、スポー

令

ツ活動の機会を提供
「

和

ＳＤＧｓの取組：３,

 

４」 し「生涯にわたっ

5

て健康に暮らせるよう

年

にしよう」を
推進する

度

ことに繋がる。

スポー

（

ツ協会は、会長1名、

4

副会長2名、理事16

年

名、評議員27名、監

度

事2名の役員で
R4年

実

度に実施した具体的な

施

それぞれ年2回理事会

分

、評議員会を開催し、

）

事業計画等を協議した

事

。事業は、自主
事業の

務

方法、手順、指標に対

事

す 事業と加盟団体の活

業

動を支援する事業に分

目

別し、実施した。
る成

的

果等

事務事業を取り巻

評

く状況は過去と比べ変

価

化しているか (1)活

表

動指標（事務事業の活

様

動量を表す指標）

加盟

式

団体の活動において若

1

年層の参加が減少傾向

-

にあり、 名称 単位
今後

1

の指導者、運営者不足

記

が懸念される。 ① 補助

入

金 千円
変 化

②
内 容

日

対象(この事業の対象

令

、範囲となる人、物)

和

(2)対象指標（対象

0

の大きさを表す指標）

6

市民 名称 単位
① 人口 人

年

②
目的(この事業によ

0

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

月

) (3)成果指標（目

2

的の達成度を示す指標

3

）

市全体を統括する団

日

体であるスポーツ協会

１

に加盟してスポーツの

事

名称 単位
推進を図る。

務

① スポーツ協会加盟団

事

体数 団体
②

結果(上位

業

基本事業の意図) (4

の

)結果の成果指標（上

現

位基本事業の成果指標

状

）

日常的にスポーツを

　

し、仲間づくりに取り

Ｐ

組んでもらう。 名称 単

Ｌ

位
① 成人の週1回以上

Ａ

のスポーツ実施率 ％
②

Ｎ

スポーツ施設の年間利

及

用者数 人

事務事業の各

び

種指標の実績と見込及

Ｄ

び目標

R3年度 R4年

Ｏ

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度 R7年度 R8年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

名

値
(1)の ① 千円 7,

N

768 10,364 9

o

,603 10,700

.

10,700 10,7

4

00 10,700
活動

2

指標 ②
(2)の ① 人 6

9

1,218 62,36

ス

0 61,375 61,

ポ

656 61,938 6

ー

2,219 62,50

ツ

0
対象指標 ②
(3)の

協

① 団体 30 31 30 3

会

1 31 31 31
成果指

補

標 ②
(4)の結果の ①

助

％ 45 53.5 47.

事

8 57.3 61.2 6

業

5 65
成果指標 ② 人 2

政

91,751 365,

策

000 364,727

こ

370,000 375

の

,000 380,00

事

0 385,000
予算

務

費目 会計 01 一般会

事

計 款 10 項 06 目 01

業

コスト 年度 R3年度 R

施

4年度 R4年度 R5年

策

度 R6年度 R7年度 R

の

8年度
実績値 計画値 実

位

績値 計画値 目標値 目標

置

値 目標値
事業費(決算

基

又は予算額)Ａ 単位 7

本

,768 10,700

事

9,603 10,81

業

1 11,049 11,

主

049 11,049

財

管

源
内
訳

 国庫支出金 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

名

支出金 千円 0 0 0 0 0

課

0 0
 地方債 千円 0 0

長

0 0 0 0 0
 その他 千

名

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

こ

般財源 千円 7,768

の

10,700 9,60

事

3 10,811 11,

務

049 11,049 1

事

1,049
人件費Ｂ 千

業

円 868.8 868.

の

8 1,737.6 1,

開

737.6 1,737

始

.6 1,737.6 1

時

,737.6
正職員従

期

事時間×人数 時間×人

事

30× 8 30× 8 16

務

0× 3 160× 3 16

区

0× 3 160× 3 16

分

0× 3
正職員以外の人

法

件費 千円 0 0 0 0 0 0

定

0
その他の費用Ｃ 千円

受

31 31 182 182

託

182 182 182
ト

事

ータルコストA+B+

務

C 千円 8,667.8

自

11,599.8 11

治

,522.6 12,7

事

30.6 12,968

務

.6 12,968.6

こ

12,968.6
単位

の

あたりコスト ① 千円/

事

人 0.1 0.2 0.2

務

0.2 0.2 0.2 0

事

.2
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

業

/(2)の対象指標）

の

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

根

0

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

地域のスポ
事業進展等

業

による環境変化 ■ ある

名

ーツ振興に寄与するた

N

めの指導者育成も必要

o

となる。
に伴い、目的

.

を見直す（目
その理由

4

的の追加・拡充又は絞

2

込）

必要はありません

9

か？ □ ない

有
効
性

部活

ス

動の地域移行に伴い、

ポ

各競技団体の理解向上

ー

と地域のスポーツ振興

ツ

に寄与
今以上に事業の

協

成果を向上
するための

会

指導者を育成するため

補

、競技団体との調整や

助

指導者講習会を実施す

事

させる方法を記入して

業

下さ
る。

い。 内　容
 

２

※(3)の成果指標を

評

向上させる

　ことはで

価

きますか？

本市のスポ

　

ーツ競技団体を総括す

Ｃ

る団体として、加盟団

Ｈ

体の活動支援と本市の

Ｅ

目的達成状況 内　容 ス

Ｃ

ポーツ推進を図ること

Ｋ

ができている。

□民間

目

への一部委託 □民間へ

的

の全部委託
市関与の必

妥

要性 □指定管理 ■補助

当

金・負担金助成 □市の

性

直営
内　容

　（実施手

こ

法） 市内の競技団体を

の

統括し、スポーツの推

事

進を図る必要がある。

業

効
率
性

団体への補助事

の

業のため、統廃合はで

必

きない。
事務事業の統

要

廃合により、

事業の効

性

率化を図り、成果
内　

は

容
を向上させる方法を

薄

記入し

て下さい。

市内

れ

の競技団体を統括する

て

団体であり、安定した

得

継続的な運営と加盟団

ら

体の活
現状より事業費

れ

・人件費を
動支援を行

て

うため、必要な協会運

い

営を実施しているため

る

、事業費、人件費の削

い

削減する方法を記入し

ま

て下
減は難しい。

さい

せ

。（仕様の変更、外部

ん

内　容
委託、従事時間

か

の削減等は

できないか

。

？)

公
平
性

加盟団体か

十

ら、協会運営に必要な

分

負担金を徴収し
■ ある

な

■ 現状で適正
受益者負

成

担はありますか？ てい

果

る。
また、受益者負担

が

割合は適 □ ない □ 検討

理

が必要 内　容
正ですか

　

？
□ 受益者がいない

３

由

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

加盟団体数の固定

ら

化、指導者の高齢 新た

れ

なスポーツ団体の育成

て

、団体活
事業実施上の

い

課題、住 化が進んでお

ま

り、今後新規加盟団体

す

動の支援、時代に応じ

か

た指導者の育
民・議会

？

等からの意見 意　見 と

得

なる団体の育成、若手

ら

指導者の養 対応策 成を

れ

目的に指導者講習会の

て

内容を充
と対応策 成が

い

課題である。 実させる

な

。

指導者講習会、愛知

い

駅伝大会に向け スポー

事

ツ少年団交流大会の開

業

催を止
R5年度の事業

進

計画は前 変　更
た練習

展

会・選考会の開催及び

等

大会参 め、スポーツ祭

に

への参加を促す。
年度

よ

から変更・追加は 前年

る

度 ・
加、総合スポーツ

環

大会、スポーツ少 高齢

境

者のスポーツ大会への

変

参加を支
あるか 追　加

化

年団交流大会を実施し

あ

た。 援する。

今後の事

る

業・コスト・成果の方

に

向性 今後の事業の方向

伴

性、改革・改善案
※今

い

年度からの具体的な事

、

業の進め方、手段の見

対

直し等、各方向性の内

象

容

　　　　　　　　　

を

□　拡大 指導者の指導

見

技術の向上、部活動の

直

地域移行に伴う小
　　

す

　　　　　　　□　改

（

善 中学生の受入れ、指

拡

導体制を整えるため、

そ

指導者講習
　　　　　

の

　　　　■　現状維持

理

会の内容を充実させる

由

。
　　　　　　　　　

大

□　縮小 加盟団体の活

・

動促進を図るため、補

縮

助金を交付し活動
　　

小

　　　　　　　□　統

）

合 支援を継続するとと

必

もに、新たなスポーツ

要

団体の育成
　　　　　

は

　　　　□　完了 、団

あ

体活動の支援が必要と

り

なる。
　　　　　　　

ま

　　□　廃止・休止
コ

せ

ストの方向性
　　　　

な

　　　　　→　維持
成

い

果の方向性
　　　　　

ん

　　　　→　維持

2

か？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 429 スポーツ協会補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内の競技団体の統括し、スポーツ推進を図ることができて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内の競技団体を統括しており、対象を見直す必要性はない。
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

市内の競技団

事

体の支援に留まらず、

務

部活動の地域移行等、



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 430 体育施設管理運営事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 スポーツ基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

旭グラウンド、きたよしグランド、太陽の広場、三好 各種運動施設を良好な状態で利用者に貸出し、スポー
公園総合体育館、三好公園屋外体育施設、三好丘公園 ツ推進に資する必要があるため、施設の保守・点検、
・三好丘桜公園テニスコート・多目的広場、黒笹公園 維持管理業務を行う。
多目的広場のほか、三好池及び保田ケ池カヌー施設の
維持管理業務を行う。
 「ＳＤＧｓの取組：３,４,７」

各施設を安全に利用できるよう、旭グラウンド芝生維持管理業務委託、体育館等設
R4年度に実施した具体的な 備管理業務委託、体育館等清掃業務委託

令

等の委託業務、社会体

和

育施設、都市公園有
事

 

業の方法、手順、指標

5

に対す 料運動施設の緊

年

急修繕工事などを実施

度

。また、ゲートボール

（

・グラウンドゴルフ場

4

る成果等 、きたよしグ

年

ラウンドの借地契約事

度

務、太陽の広場の指定

実

管理を行い、適正な維

施

持
管理を行った。

事務

分

事業を取り巻く状況は

）

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

務

事務事業の活動量を表

事

す指標）

各施設の老朽

業

化が進んでいるため、

目

緊急を要する施設修繕

的

名称 単位
が増加してい

評

る。 ① 体育施設管理運

価

営事業費の額 千円
変 

表

化
②

内 容

対象(この

様

事業の対象、範囲とな

式

る人、物) (2)対象

1

指標（対象の大きさを

-

表す指標）

体育施設の

1

利用者 名称 単位
① スポ

記

ーツ課所管の体育施設

入

の総利用者数 人
②

目的

日

(この事業によって上

令

記対象をどのような状

和

態にしたいのか) (3

0

)成果指標（目的の達

5

成度を示す指標）

施設

年

を安全に貸出、利用で

1

きるようにする。 名称

2

単位
① 旭グラウンド施

月

設開放日数 日
② 旭グラ

0

ウンド以外の施設の開

6

放日数 日

結果(上位基

日

本事業の意図) (4)

１

結果の成果指標（上位

事

基本事業の成果指標）

務

日常的にスポーツをし

事

、仲間づくりに取り組

業

んでもらう。 名称 単位

の

① 成人の週1回以上の

現

スポーツ実施率 ％
②

事

状

務事業の各種指標の実

　

績と見込及び目標

R3

Ｐ

年度 R4年度 R4年度

Ｌ

R5年度 R6年度 R7

Ａ

年度 R8年度
指標 ＼

Ｎ

 年度 単位
実績値 計画

及

値 実績値 計画値 目標値

び

目標値 目標値
(1)の

Ｄ

① 千円 120,000

Ｏ

130,606 133

事

,326 10,811

務

347,988 492

事

,891 130,00

業

0
活動指標 ②
(2)の

名

① 人 405,378 4

N

08,000 270,

o

748 280,000

.

295,000 310

4

,000 325,00

3

0
対象指標 ②
(3)の

0

① 日 207 210 21

体

5 210 210 210

育

210
成果指標 ② 日 3

施

06 306 306 30

設

6 306 306 306

管

(4)の結果の ① ％ 4

理

5 53.5 47.8 5

運

7.3 61.2 65 6

営

5
成果指標 ②

予算費目

事

会計 01 一般会計 款

業

10 項 06 目 01

コス

政

ト 年度 R3年度 R4年

策

度 R4年度 R5年度 R

こ

6年度 R7年度 R8年

の

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
事業費(決算又は

事

予算額)Ａ 単位 105

業

,194 130,60

施

6 133,326 14

策

0,080 137,7

の

18 142,772 1

位

36,769

財
源
内
訳

置

 国庫支出金 千円 0 0

基

0 0 0 0 0
 県支出金

本

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 その他 千円 23

主

,341 22,777

管

26,531 19,5

課

80 25,571 25

名

,571 25,571

課

 一般財源 千円 81,

長

853 107,829

名

106,795 120

こ

,500 112,14

の

7 117,201 11

事

1,198
人件費Ｂ 千

務

円 37,626.8 1

事

9,626.8 35,

業

654.3 35,65

の

4.3 35,654.

開

3 35,654.3 3

始

5,654.3
正職員

時

従事時間×人数 時間×

期

人 606× 8 606×

事

8 593× 8 593×

務

8 593× 8 593×

区

8 593× 8
正職員以

分

外の人件費 千円 20,

法

077 2,077 18

定

,481 18,481

受

18,481 18,4

託

81 18,481
その

事

他の費用Ｃ 千円 748

務

748 1,131 1,

自

131 1,131 1,

治

131 1,131
トー

事

タルコストA+B+C

務

千円 143,568.

こ

8 150,980.8

の

170,111.3 1

事

76,865.3 17

務

4,503.3 179

事

,557.3 173,

業

554.3
単位あたり

の

コスト ① 千円/人 0.

根

4 0.4 0.6 0.6

拠

0.6 0.6 0.5
（

法

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

令

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

画が必
事業進展等によ

業

る環境変化 ■ ある
要で

名

ある。
に伴い、目的を

N

見直す（目
その理由

的

o

の追加・拡充又は絞込

.

）

必要はありませんか

4

？ □ ない

有
効
性

旭グラ

3

ウンドの天然芝を人工

0

芝へ移行することによ

体

り、利用可能日数が増

育

え、
今以上に事業の成

施

果を向上
さらに天然芝

設

にかかる維持管理費を

管

削減することができる

理

。
させる方法を記入し

運

て下さ
指定管理により

営

、スポーツ振興に必要

事

な施設の適切な管理運

業

営を行うことがで
い。

２

内　容
きる。

※(3)

評

の成果指標を向上させ

価

る

　ことはできますか

　

？

施設が安全に利用で

Ｃ

きるよう維持管理を行

Ｈ

っているが、老朽化対

Ｅ

策も必要であ
目的達成

Ｃ

状況 内　容 る。

□民間

Ｋ

への一部委託 □民間へ

目

の全部委託
市関与の必

的

要性 □指定管理 □補助

妥

金・負担金助成 ■市の

当

直営
内　容

　（実施手

性

法） 指定管理を検討す

こ

る必要がある。

効
率
性

の

公の施設の管理方針に

事

より民間活用を積極的

業

に推進し、効率化を図

の

る。
事務事業の統廃合

必

により、

事業の効率化

要

を図り、成果
内　容

を

性

向上させる方法を記入

は

し

て下さい。

施設の在

薄

り方について、長期的

れ

な視点を持ち総合的か

て

つ計画的な管理方法を

得

検
現状より事業費・人

ら

件費を
討する。

削減す

れ

る方法を記入して下

さ

て

い。（仕様の変更、外

い

部 内　容
委託、従事時

る

間の削減等は

できない

い

か？)

公
平
性

受益者負

ま

担の見直しにより使用

せ

料を定め、適切に
■ あ

ん

る ■ 現状で適正
受益者

か

負担はありますか？ 徴

。

収している。
また、受

十

益者負担割合は適 □ な

分

い □ 検討が必要 内　容

な

正ですか？
□ 受益者が

成

いない

３
改
革
改
善
案
　

果

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の老

が

朽化、利用者目線によ

理

る改 現況施設の計画的

　

修繕、改修を実施
事業

由

実施上の課題、住 修が

得

必要である。 する。
民

ら

・議会等からの意見 意

れ

　見 対応策
と対応策

安

て

全な利用ができるよう

い

、黒笹公園 利用者の熱

ま

中症対策として、サン

す

パ
R5年度の事業計画

か

は前 変　更
にネットワ

？

ーク型カメラを設置し

得

た ワーに移動式シェル

ら

ター（日よけ）
年度か

れ

ら変更・追加は 前年度

て

・
。 を整備する。

ある

い

か 追　加

今後の事業・

な

コスト・成果の方向性

い

今後の事業の方向性、

事

改革・改善案
※今年度

業

からの具体的な事業の

進

進め方、手段の見直し

展

等、各方向性の内容

　

等

　　　　　　　　□　

に

拡大 施設の利用促進と

よ

効果的・効率的な整備

る

・運営・維持
　　　　

環

　　　　　■　改善 管

境

理を図るため民間事業

変

者の積極的な活用やデ

化

ジタル
　　　　　　　

あ

　　□　現状維持 技術

る

を取り入れるなど、効

に

率的な施設の管理方法

伴

を検
　　　　　　　　

い

　□　縮小 討する。
　

、

　　　　　　　　□　

対

統合
　　　　　　　　

象

　□　完了
　　　　　

を

　　　　□　廃止・休

見

止
コストの方向性
　　

直

　　　　　　　→　維

す

持
成果の方向性
　　　

（

　　　　　　↑　増加

拡

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 430 体育施設管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

スポーツ施設を安全な状態で利用できるよう、施設管理を行
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

施設管理者として、適切な管理を継続しているため。
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある

に伴

式

い、対象を見直す（拡

1

その理由
大・縮小）必

-

要はありませ
■ ない

ん

2

か？

屋内、屋外体育施

事

設の老朽化が進んでい

務

るため、施設の改修計



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 431 みよし市スポーツ大会等開催事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和43(1968)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市スポーツ振興事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

各大会、行事に子どもから高齢者まで多くの方が参加 市主催大会の実施、スポーツ団体主催大会の支援によ
し、スポーツ交流や健康づくりの場となっている。 り、スポーツを通じた健康づくりや地域交流を通じて
市民に親しまれ、スポーツを通じた青少年の健全育成 、スポーツ実施率施率の向上を図る。
並びに高齢者の健康づくりに資するイベントを実施す
る。
「SDGsの取組：３,４」

新型コロナウイルス感染症拡大等により中止が続いていた、チャレンジデー、地域
R4年度に実施した具体的な 対

令

抗ソフトボール大会、

和

スポーツ祭、マラソン

 

駅伝大会、川淵三郎杯

5

を開催し、対
事業の方

年

法、手順、指標に対す

度

面でのスポーツ振興を

（

図ることができた。
る

4

成果等

事務事業を取り

年

巻く状況は過去と比べ

度

変化しているか (1)

実

活動指標（事務事業の

施

活動量を表す指標）

行

分

政区単位で参加する事

）

業について、参加行政

事

区が減少傾 名称 単位
向

務

にある。また、スポー

事

ツ団体が実施する各大

業

会が、コロ ① 市主催イ

目

ベント数 回
変 化

ナ禍

的

により中止していた。

評

② 補助金交付団体数 団

価

体
内 容

対象(この事

表

業の対象、範囲となる

様

人、物) (2)対象指

式

標（対象の大きさを表

1

す指標）

市民 名称 単位

-

① 人口 人
②

目的(この

1

事業によって上記対象

記

をどのような状態にし

入

たいのか) (3)成果

日

指標（目的の達成度を

令

示す指標）

スポーツイ

和

ベントの民間委託を進

0

めていく。 名称 単位
①

5

スポーツ大会等参加者

年

数 人
②

結果(上位基本

1

事業の意図) (4)結

2

果の成果指標（上位基

月

本事業の成果指標）

日

0

常的にスポーツを実施

6

し生涯にわたって健康

日

に暮らし、スポー 名称

１

単位
ツを通じたコミュ

事

ニケーションづくりを

務

してもらう。 ① 成人の

事

週1回以上のスポーツ

業

実施率 ％
②

事務事業の

の

各種指標の実績と見込

現

及び目標

R3年度 R4

状

年度 R4年度 R5年度

　

R6年度 R7年度 R8

Ｐ

年度
指標 ＼ 年度 単

Ｌ

位
実績値 計画値 実績値

Ａ

計画値 目標値 目標値 目

Ｎ

標値
(1)の ① 回 2 5

及

8 8 7 7 7
活動指標 ②

び

団体 1 5 3 5 5 5 5
(

Ｄ

2)の ① 人 61,21

Ｏ

8 62,360 61,

事

375 61,656 6

務

1,938 62,21

事

9 62,500
対象指

業

標 ②
(3)の ① 人 7,

名

050 8,500 34

N

,987 30,000

o

20,000 20,0

.

00 20,000
成果

4

指標 ②
(4)の結果の

3

① ％ 45 53.5 47

1

.8 57.3 61.2

み

65 65
成果指標 ②

予

よ

算費目 会計 01 一般

し

会計 款 10 項 06 目 0

市

1

コスト 年度 R3年度

ス

R4年度 R4年度 R5

ポ

年度 R6年度 R7年度

ー

R8年度
実績値 計画値

ツ

実績値 計画値 目標値 目

大

標値 目標値
事業費(決

会

算又は予算額)Ａ 単位

等

602 10,400 8

開

,906 10,513

催

12,259 10,1

事

55 10,155

財
源

業

内
訳

 国庫支出金 千円

政

0 0 0 0 0 0 0
 県支

策

出金 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 地方債 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 その他 千円

事

0 0 0 0 320 0 0
 

務

一般財源 千円 602 1

事

0,400 8,906

業

10,513 11,9

施

39 10,155 10

策

,155
人件費Ｂ 千円

の

11,236.5 17

位

,376 11,276

置

.3 11,276.3

基

11,276.3 11

本

,276.3 11,2

事

76.3
正職員従事時

業

間×人数 時間×人 38

主

8× 8 600× 8 44

管

5× 7 445× 7 44

課

5× 7 445× 7 44

名

5× 7
正職員以外の人

課

件費 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
その他の費用Ｃ 千円

名

498 580 1,13

こ

1 1,131 1,13

の

1 1,131 1,13

事

1
トータルコストA+

務

B+C 千円 12,33

事

6.5 28,356 2

業

1,313.3 22,

の

920.3 24,66

開

6.3 22,562.

始

3 22,562.3
単

時

位あたりコスト ① 千円

期

/人 0.2 0.5 0.

事

3 0.4 0.4 0.4

務

0.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

区

ﾄ/(2)の対象指標

分

）② 千円/ 0 0 0 0 0

法

0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る。
事業進展等による

業

環境変化 ■ ある
に伴い

名

、目的を見直す（目
そ

N

の理由
的の追加・拡充

o

又は絞込）

必要はあり

.

ませんか？ □ ない

有
効

4

性

市民の声を聞きなが

3

ら、より多くの市民が

1

参加できる事業を開催

み

する。
今以上に事業の

よ

成果を向上

させる方法

し

を記入して下さ

い。 内

市

　容
※(3)の成果指

ス

標を向上させる

　こと

ポ

はできますか？

スポー

ー

ツ祭、マラソン駅伝大

ツ

会の運営を見直し、ま

大

た、コロナ禍で中止し

会

てい
目的達成状況 内　

等

容 事業を再開すること

開

により、対面でのスポ

催

ーツ振興を図ることが

事

できた。

□民間への一

業

部委託 □民間への全部

２

委託
市関与の必要性 □

評

指定管理 ■補助金・負

価

担金助成 ■市の直営
内

　

　容
　（実施手法） 市

Ｃ

主催事業とスポーツ団

Ｈ

体への補助金交付によ

Ｅ

り、適切に事業を実施

Ｃ

している
。

効
率
性

各大

Ｋ

会、イベントは開催す

目

る意義と目的を持って

的

実施されており、統廃

妥

合はで
事務事業の統廃

当

合により、
きない。

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

大会、イベントの準

業

備・運営に、支えるス

の

ポーツの振興としてボ

必

ランティアを
現状より

要

事業費・人件費を
活用

性

することにより、従事

は

時間の削減が期待でき

薄

る。
削減する方法を記

れ

入して下

さい。（仕様

て

の変更、外部 内　容
委

得

託、従事時間の削減等

ら

は

できないか？)

公
平

れ

性

大会運営に必要なコ

て

ストと参加者負担の割

い

合の見
■ ある □ 現状で

る

適正
受益者負担はあり

い

ますか？ 直し。
また、

ま

受益者負担割合は適 □

せ

ない ■ 検討が必要 内　

ん

容
正ですか？

□ 受益者

か

がいない

３
改
革
改
善
案

。

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

スポー

十

ツ祭、マラソン駅伝大

分

会、ソ 行政区の意見を

な

聞きながら、参加し
事

成

業実施上の課題、住 フ

果

トボール大会は行政区

が

単位で参加 やすい対象

理

者・種目を実施する。

　

民・議会等からの意見

由

意　見 するが、参加行

得

政区が減少傾向にあ 対

ら

応策
と対応策 る。

スポ

れ

ーツ祭、マラソン大会

て

の実施方 前年度の反省

い

を踏まえ、各大会・イ

ま

R5年度の事業計画は

す

前 変　更
法の見直しを

か

行った上で開催した。

？

ベントの実施方法を見

得

直す。
年度から変更・

ら

追加は 前年度 ・
あるか

れ

追　加

今後の事業・コ

て

スト・成果の方向性 今

い

後の事業の方向性、改

な

革・改善案
※今年度か

い

らの具体的な事業の進

事

め方、手段の見直し等

業

、各方向性の内容

　　

進

　　　　　　　□　拡

展

大 市民誰もがスポーツ

等

に親しめる機会を提供

に

するため、
　　　　　

よ

　　　　□　改善 スポ

る

ーツ大会や各種イベン

環

トの在り方を検討し、

境

スポ
　　　　　　　　

変

　■　現状維持 ーツ実

化

施率の向上を図る。
　

あ

　　　　　　　　□　

る

縮小
　　　　　　　　

に

　□　統合
　　　　　

伴

　　　　□　完了
　　

い

　　　　　　　□　廃

、

止・休止
コストの方向

対

性
　　　　　　　　　

象

↑　増加
成果の方向性

を

　　　　　　　　　→

見

　維持

2

直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 431 みよし市スポーツ大会等開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民が生涯にわたっていつでも気軽にスポーツを親しむこと
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民が参加しやすい対象、実施方法を検討する

様

。
事業進展等による環

式

境変化
■ ある

に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
□ ない

んか？

事

市民が参加しやすい対

務

象、実施方法を検討す



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 432 スポーツ教室開催事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和49(1974)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 スポーツ基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

幼児の親子体操教室、幼児体育教室、スタンツ教室、 市民の健康保持とスポーツ推進のため、スポーツに親
成人スポーツ教室を実施する。 しめるような教室を開催している。 
「ＳＤＧｓの取組：３,４」 スポーツ教室を通じて、スポーツの楽しさを体感し、

生涯スポーツのきっかけづくりを行う。

幼児の親子体操教室、幼児体育教室、スタンツ教室、成人スポーツ教室を前期、後
R4年度に実施した具体的な 期ともに実施した。応募者多数の場合は、初めて参加する人や前期申込者を優先と
事業の方法、手順、指標に対す した抽選を行い、参加者を決

令

定した。講座の最終日

和

に参加者全員にアンケ

 

ートを取
る成果等 り、

5

次回の教室運営の検討

年

資料とした。

事務事業

度

を取り巻く状況は過去

（

と比べ変化しているか

4

(1)活動指標（事務

年

事業の活動量を表す指

度

標）

定員の拡充や開催

実

内容の充実を求める意

施

見が多いが、指導 名称

分

単位
者の確保が難しく

）

、また、予算規模の拡

事

大が必要となる。 ① 応

務

募者数 人
変 化

誰もが

事

ライフステージに応じ

業

たスポーツを実施でき

目

るよう ② 教室開催数 回

的

内 容
、環境の整備及

評

び活動場所の提供が求

価

められている。

対象(

表

この事業の対象、範囲

様

となる人、物) (2)

式

対象指標（対象の大き

1

さを表す指標）

２～３

-

歳の親子と４～８歳の

1

人数 名称 単位
成人（1

記

8歳以上）の人数 ① ２

入

～３歳の親子と４～８

日

歳の人数 人
② 成人（1

令

8歳以上）の人数 人

目

和

的(この事業によって

0

上記対象をどのような

5

状態にしたいのか) (

年

3)成果指標（目的の

1

達成度を示す指標）

体

2

を動かすことの楽しさ

月

、スポーツへの関心が

0

持てるようにする 名称

6

単位
。取り組みやすい

日

種目の実践を通して運

１

動への関心を高め、健

事

康 ① スポーツ教室に参

務

加した人数 人
的な生活

事

を送ることやスポーツ

業

を通じて仲間づくりを

の

する。 ②

結果(上位基

現

本事業の意図) (4)

状

結果の成果指標（上位

　

基本事業の成果指標）

Ｐ

日常的に体を動かす習

Ｌ

慣をつけ、生涯にわた

Ａ

って健康に暮らせる 名

Ｎ

称 単位
ようにする。 ①

及

生涯にわたり健康に暮

び

らすことができる ％
②

Ｄ

事務事業の各種指標の

Ｏ

実績と見込及び目標

R

事

3年度 R4年度 R4年

務

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度 R8年度
指標 

業

＼ 年度 単位
実績値 計

名

画値 実績値 計画値 目標

N

値 目標値 目標値
(1)

o

の ① 人 468 600 3

.

50 250 500 60

4

0 600
活動指標 ② 回

3

8 8 8 4 8 8 8
(2)

2

の ① 人 4,176 4,

ス

060 4,095 4,

ポ

052 4,009 3,

ー

967 3,923
対象

ツ

指標 ② 人 48,713

教

48,694 50,6

室

53 50,977 51

開

,301 51,625

催

51,949
(3)の

事

① 人 1,810 3,4

業

00 2,584 1,5

政

00 3,100 3,2

策

00 3,200
成果指

こ

標 ②
(4)の結果の ①

の

％ 36.3 40 29.

事

5 35 40 45 50
成

務

果指標 ②
予算費目 会計

事

01 一般会計 款 10

業

項 06 目 01

コスト 年

施

度 R3年度 R4年度 R

策

4年度 R5年度 R6年

の

度 R7年度 R8年度
実

位

績値 計画値 実績値 計画

置

値 目標値 目標値 目標値

基

事業費(決算又は予算

本

額)Ａ 単位 3,854

事

4,421 3,925

業

2,457 2,740

主

2,740 2,740

管

財
源
内
訳

 国庫支出金

課

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

県支出金 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
 地方債 千円 0

長

0 0 0 0 0 0
 その他

名

千円 502 1,335

こ

1,857 667 1,

の

009 1,009 1,

事

009
 一般財源 千円

務

3,352 3,086

事

2,068 1,790

業

1,731 1,731

の

1,731
人件費Ｂ 千

開

円 705.9 705.

始

9 1,770.2 1,

時

770.2 1,770

期

.2 1,770.2 1

事

,770.2
正職員従

務

事時間×人数 時間×人

区

65× 3 65× 3 16

分

3× 3 163× 3 16

法

3× 3 163× 3 16

定

3× 3
正職員以外の人

受

件費 千円 0 0 0 0 0 0

託

0
その他の費用Ｃ 千円

事

31 31 182 182

務

182 182 182
ト

自

ータルコストA+B+

治

C 千円 4,590.9

事

5,157.9 5,8

務

77.2 4,409.

こ

2 4,692.2 4,

の

692.2 4,692

事

.2
単位あたりコスト

務

① 千円/人 1.1 1.

事

3 1.4 1.1 1.2

業

1.2 1.2
（ﾄｰﾀ

の

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

根

象指標）② 千円/人 0

拠

.1 0.1 0.1 0.

法

1 0.1 0.1 0.1

令

1

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ある。また、20歳か

業

ら40歳代のスポーツ

名

実施率が低いこと
大・

N

縮小）必要はありませ

o

□ ない から、令和３(

.

2021)年度から成

4

人のスポーツ教室を開

3

催しているが、
んか？

2

対象の拡大を検討する

ス

必要がある。
幼少期か

ポ

らのスポーツを行う習

ー

慣をつけることにより

ツ

、生涯にわたっ
事業進

教

展等による環境変化 □

室

ある
て健康に暮らすこ

開

とを目的とした事業の

催

ため。
に伴い、目的を

事

見直す（目
その理由

的

業

の追加・拡充又は絞込

２

）

必要はありませんか

評

？ ■ ない

有
効
性

総合型

価

地域スポーツクラブと

　

競合する教室は廃止す

Ｃ

る。廃止した教室に代

Ｈ

わり
今以上に事業の成

Ｅ

果を向上
、成人のスポ

Ｃ

ーツ実施率を向上させ

Ｋ

る事業を検討する。
さ

目

せる方法を記入して下

的

さ

い。 内　容
※(3)

妥

の成果指標を向上させ

当

る

　ことはできますか

性

？

教室開催により、ス

こ

ポーツの習慣化のきっ

の

かけづくりとなってい

事

る。
目的達成状況 内　

業

容

□民間への一部委託

の

□民間への全部委託
市

必

関与の必要性 □指定管

要

理 □補助金・負担金助

性

成 ■市の直営
内　容

　

は

（実施手法） 総合型地

薄

域スポーツと競合する

れ

教室は廃止し、その他

て

の教室は市が主催で実

得

施
する。

効
率
性

スポー

ら

ツの習慣化を図り、生

れ

涯にわたって健康に暮

て

らすことを目的とした

い

事業
事務事業の統廃合

る

により、
であるため統

い

廃合はできない。
事業

ま

の効率化を図り、成果

せ

内　容
を向上させる方

ん

法を記入し

て下さい。

か

総合型地域スポーツと

。

競合する教室は廃止す

十

ることにより、従事時

分

間を削減す
現状より事

な

業費・人件費を
ること

成

ができ、成人のスポー

果

ツ実施率を向上させる

が

事業を検討することが

理

でき
削減する方法を記

　

入して下
る。

さい。（

由

仕様の変更、外部 内　

得

容
委託、従事時間の削

ら

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

受益者負担の見

て

直しにより受講料を定

い

め、適切に
■ ある ■ 現

ま

状で適正
受益者負担は

す

ありますか？ 徴収して

か

いる。
また、受益者負

？

担割合は適 □ ない □ 検

得

討が必要 内　容
正です

ら

か？
□ 受益者がいない

れ

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

て

Ｉ
Ｏ
Ｎ

総合型地域スポ

い

ーツと競合する教室 競

な

合する教室は廃止し、

い

クラブの活
事業実施上

事

の課題、住 は、参加費

業

が安い市主催教室に偏

進

る 動を尊重する。
民・

展

議会等からの意見 意　

等

見 傾向がある。 対応策

に

と対応策

令和３(20

よ

21)年度から成人向

る

け教室 総合体育館の大

環

規模改修等施工工事
R

境

5年度の事業計画は前

変

変　更
を開催している

化

。 のため、令和5(2

あ

023)年度は前期日

る

年度から変更・追加は

に

前年度 ・
各教室、前・

伴

後期、各10回実施し

い

た 程のみで開催する。

、

あるか 追　加
。

今後の

対

事業・コスト・成果の

象

方向性 今後の事業の方

を

向性、改革・改善案
※

見

今年度からの具体的な

直

事業の進め方、手段の

す

見直し等、各方向性の

（

内容

　　　　　　　　

拡

　□　拡大 総合型地域

そ

スポーツクラブが実施

の

する教室において、
　

理

　　　　　　　　■　

由

改善 市が主催する教室

大

と同様の効果が得られ

・

る教室は廃止
　　　　

縮

　　　　　□　現状維

小

持 する。クラブが実施

）

する教室は、市主催の

必

教室より市
　　　　　

要

　　　　□　縮小 民の

は

費用負担が増加するた

あ

め、急激な負担の教室

り

増を
　　　　　　　　

ま

　□　統合 軽減するた

せ

めの方策を検討する。

な

　　　　　　　　　□

い

　完了 スポーツ実施率

ん

が低い20歳から40

か

歳代の対象とした教
　

？

　　　　　　　　□　

事

廃止・休止 室の開催を

業

検討する。
コストの方

進

向性 toto助成金を

展

活用し、教室を実施す

等

る。
　　　　　　　　

に

　↑　増加
成果の方向

よ

性
　　　　　　　　　

る

↑　増加

2

環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 432 スポーツ教室開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

子どもの体力向上、成人のスポーツ実施率の向上を図る機会
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を提供している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

幼児体育教室（５歳児対象）及びスタンツ教室は、総合型地域

様

スポー
事業進展等によ

式

る環境変化
■ ある ツク

1

ラブが実施する教室と

-

内容が競合しているた

2

め、市主催教室を見
に

事

伴い、対象を見直す（

務

拡
その理由 直す必要が



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 434 学校体育施設スポーツ開放事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市立学校体育施設スポーツ開放規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

小中学校の体育館・武道場を住民の体力の向上・スポ 教育活動、部活動等での利用に支障がないよう留意し
ーツの推進を図ることを目的に、学校行事に支障のな つつより多くの時間を開放している。
い範囲で地域住民に有料開放する。 施設の老朽化、人口減少等による安全な施設提供が困
平成29(2017)年度から開放曜日を増やし、日曜日も開 難になることが想定される一方、国内におけるスポー
放することとした。 ツ施設の約６割を占める学校体育施設は市民にとって
「ＳＤＧｓの取組：３,４

令

」 最も身近なスポーツ

和

の場である。
上記の状

 

況により、市民にスポ

5

ーツをする機会の提供

年

を行う必要がある。
ま

度

た、スポーツ推進計画

（

にある「市民が週１回

4

スポー
ツをする機会を

年

提供する」には必要な

度

事業である。
利用希望

実

団体は教育委員会へ登

施

録を行う。学校の活動

分

や行事を優先し、月曜

）

日から
R4年度に実施

事

した具体的な 日曜日の

務

午後6時30分から午

事

後9時30分までを有

業

料（小学校体育館46

目

0円、中学校体
事業の

的

方法、手順、指標に対

評

す 育館全面640円、

価

中学校体育館半面32

表

0円、中学校武道場3

様

00円）にて開放した

式

。
る成果等

事務事業を

1

取り巻く状況は過去と

-

比べ変化しているか (

1

1)活動指標（事務事

記

業の活動量を表す指標

入

）

登録団体が増加して

日

いる。 名称 単位
① 年間

令

活動者数 人
変 化

② 年

和

間活動日数 日
内 容

対

0

象(この事業の対象、

5

範囲となる人、物) (

年

2)対象指標（対象の

0

大きさを表す指標）

市

5

民 名称 単位
① 人口 人
②

月

目的(この事業によっ

2

て上記対象をどのよう

4

な状態にしたいのか)

日

(3)成果指標（目的

１

の達成度を示す指標）

事

地域住民の健康づくり

務

の交流の場にする。 名

事

称 単位
① 登録団体の数

業

団体
②

結果(上位基本

の

事業の意図) (4)結

現

果の成果指標（上位基

状

本事業の成果指標）

日

　

常的にスポーツを実施

Ｐ

し、コミュニケーショ

Ｌ

ンをとりながら健 名称

Ａ

単位
康づくりに取り組

Ｎ

んでもらう。 ① 成人の

及

週1回当たりのスポー

び

ツ実施率 ％
② 学校体育

Ｄ

施設の年間利用者数 人

Ｏ

事務事業の各種指標の

事

実績と見込及び目標

R

務

3年度 R4年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度 R

業

7年度 R8年度
指標 

名

＼ 年度 単位
実績値 計

N

画値 実績値 計画値 目標

o

値 目標値 目標値
(1)

.

の ① 人 50,566 6

4

3,000 53,82

3

0 63,000 64,

4

000 65,000 6

学

6,000
活動指標 ②

校

日 3,066 3,00

体

0 3,245 3,00

育

0 3,000 3,00

施

0 3,000
(2)の

設

① 人 61,218 62

ス

,360 61,375

ポ

61,656 61,9

ー

38 62,219 62

ツ

,500
対象指標 ②
(

開

3)の ① 団体 112 1

放

36 118 136 13

事

6 136 136
成果指

業

標 ②
(4)の結果の ①

政

％ 45 53.5 47.

策

8 57.3 61.2 6

こ

5 65
成果指標 ② 人 9

の

7,054 154,0

事

00 154,000 1

務

55,500 157,

事

000 158,500

業

予算費目 会計 01 一

施

般会計 款 10 項 06 目

策

02

コスト 年度 R3年

の

度 R4年度 R4年度 R

位

5年度 R6年度 R7年

置

度 R8年度
実績値 計画

基

値 実績値 計画値 目標値

本

目標値 目標値
事業費(

事

決算又は予算額)Ａ 単

業

位 540 695 452

主

582 723 723 1

管

,034

財
源
内
訳

 国

課

庫支出金 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
 県支出金 千円

課

0 0 0 0 0 0 0
 地方

長

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

 その他 千円 540 6

こ

95 452 582 68

の

8 688 688
 一般

事

財源 千円 0 0 0 0 35

務

35 346
人件費Ｂ 千

事

円 543 543 745

業

.7 745.7 745

の

.7 745.7 745

開

.7
正職員従事時間×

始

人数 時間×人 50× 3

時

50× 3 103× 2 1

期

03× 2 103× 2 1

事

03× 2 103× 2
正

務

職員以外の人件費 千円

区

0 0 0 0 0 0 0
その他

分

の費用Ｃ 千円 31 31

法

121 121 121 1

定

21 121
トータルコ

受

ストA+B+C 千円 1

託

,114 1,269 1

事

,318.7 1,44

務

8.7 1,589.7

自

1,589.7 1,9

治

00.7
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 0 0 0

務

0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺ

こ

ｽﾄ/(2)の対象指

の

標）② 千円/ 0 0 0 0

事

0 0 0

1

務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ませ
■ ない

んか？

市民

業

にスポーツ活動の実践

名

の機会を提供する事業

N

であるため。
事業進展

o

等による環境変化 □ あ

.

る
に伴い、目的を見直

4

す（目
その理由

的の追

3

加・拡充又は絞込）

必

4

要はありませんか？ ■

学

ない

有
効
性

小学校のク

校

ラブ活動の廃止、中学

体

校の休日部活動の地域

育

移行により、学校体育

施

今以上に事業の成果を

設

向上
施設の利用形態が

ス

変化するため、学校と

ポ

の連携により利用時間

ー

帯の検討・調整
させる

ツ

方法を記入して下さ
等

開

、施設の有効活用を図

放

る。
い。 内　容
※(3

事

)の成果指標を向上さ

業

せる

　ことはできます

２

か？

利用施設に空きが

評

ない状況まで利用申し

価

込みがあり、市民にス

　

ポーツ活動の実
目的達

Ｃ

成状況 内　容 践の機会

Ｈ

を提供できている。

□

Ｅ

民間への一部委託 □民

Ｃ

間への全部委託
市関与

Ｋ

の必要性 □指定管理 □

目

補助金・負担金助成 ■

的

市の直営
内　容

　（実

妥

施手法） 学校行事との

当

調整が必要となるため

性

市が直営で事業を実施

こ

している。

効
率
性

小学

の

校のクラブ活動の廃止

事

、中学校の休日部活動

業

の地域移行により、学

の

校体育
事務事業の統廃

必

合により、
施設の利用

要

形態が変化するため、

性

学校との連携により利

は

用時間帯の検討・調整

薄

事業の効率化を図り、

れ

成果
内　容 等、施設の

て

有効活用を図る。
を向

得

上させる方法を記入し

ら

て下さい。

総合型地域

れ

スポーツクラブや民間

て

事業者への指定管理の

い

可能性について、学校

る

現状より事業費・人件

い

費を
教育課、各学校と

ま

検討する。
削減する方

せ

法を記入して下

さい。

ん

（仕様の変更、外部 内

か

　容
委託、従事時間の

。

削減等は

できないか？

十

)

公
平
性

受益者負担の

分

見直しにより使用料を

な

定め、適切に
■ ある ■

成

現状で適正
受益者負担

果

はありますか？ 徴収し

が

ている。
また、受益者

理

負担割合は適 □ ない □

　

検討が必要 内　容
正で

由

すか？
□ 受益者がいな

得

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ら

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

活動希望団体

れ

が増加しており、希望

て

施設の半面利用を促し

い

、貸出枠を確
事業実施

ま

上の課題、住 する施設

す

の確保、曜日の調整が

か

困難 保する。
民・議会

？

等からの意見 意　見 で

得

ある。 対応策
と対応策

ら

コロナ対策を講じなが

れ

ら、通年を通 利用報告

て

書や納付書の発行方法

い

を変
R5年度の事業計

な

画は前 変　更
して事業

い

を実施した。 更し、円

事

滑に事業を実施する。

業

年度から変更・追加は

進

前年度 ・
あるか 追　加

展

今後の事業・コスト・

等

成果の方向性 今後の事

に

業の方向性、改革・改

よ

善案
※今年度からの具

る

体的な事業の進め方、

環

手段の見直し等、各方

境

向性の内容

　　　　　

変

　　　　□　拡大 施設

化

利用者の利用報告書の

あ

提出方法や利用に応じ

る

た使
　　　　　　　　

に

　□　改善 用料の納付

伴

方法について、施設利

い

用者の利便性を向上
　

、

　　　　　　　　■　

対

現状維持 することによ

象

りスポーツ開放を円滑

を

に進める。
　　　　　

見

　　　　□　縮小
　　

直

　　　　　　　□　統

す

合
　　　　　　　　　

（

□　完了
　　　　　　

拡

　　　□　廃止・休止

そ

コストの方向性
　　　

の

　　　　　　↑　増加

理

成果の方向性
　　　　

由

　　　　　→　維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 434 学校体育施設スポーツ開放事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民のスポーツ振興、健康づくり、体力つくりを目的に事業
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を実施しており、利用施設に空きがない状況まで、利用申し
いませんか。十分な成果が 理　由

込みがある。
得られていますか？ □ 得ら

様

れていない

市民の自主

式

的なスポーツ活動を対

1

象としているため。
事

-

業進展等による環境変

2

化
□ ある

に伴い、対象

事

を見直す（拡
その理由

務

大・縮小）必要はあり



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 435 国体、全国大会出場激励事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 平成7(1995)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市スポーツ大会出場選手激励金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

全国大会、世界大会に出場する選手、チームに激励の 国民体育大会等の全国大会や世界大会に出場する市内
意味をこめて激励会を開催し、激励金を支給する。 の選手、団体に激励金を交付し、競技者のモチベーシ
激励金は、みよし市内在住者又はみよし市内の学校に ョンを高めることで競技力の向上に繋がる。また競技
在学し、基準を満たした者に支給する。 スポーツの推進を図ることで市民に対してスポーツの
「ＳＤＧｓの取組：３,４」 関心を高めるために必要な事業である。
 

出場選手より激励金申請書

令

の提出
R4年度に実施

和

した具体的な 激励金の

 

支給要件の確認、支給

5

決定
事業の方法、手順

年

、指標に対す 出場選手

度

より大会実績報告書の

（

提出
る成果等 大会規模

4

、成績に応じて、懸垂

年

幕の設置や激励会、表

度

敬訪問を実施

事務事業

実

を取り巻く状況は過去

施

と比べ変化しているか

分

(1)活動指標（事務

）

事業の活動量を表す指

事

標）

出場選手に対する

務

激励金を支給する事業

事

のため、変化はな 名称

業

単位
く継続して実施す

目

る。 ① 激励金、賞賜金

的

申請書の提出数 件
変 

評

化
② 激励会、報告会の

価

開催回数 回
内 容

対象

表

(この事業の対象、範

様

囲となる人、物) (2

式

)対象指標（対象の大

1

きさを表す指標）

市民

-

名称 単位
① 人口 人
②

目

1

的(この事業によって

記

上記対象をどのような

入

状態にしたいのか) (

日

3)成果指標（目的の

令

達成度を示す指標）

市

和

民のスポーツに取り組

0

む意欲の向上、競技力

6

の向上、スポーツ 名称

年

単位
への関心を高める

0

。 ① 全国大会出場者数

1

人
② 国際大会出場者数

月

人

結果(上位基本事業

2

の意図) (4)結果の

3

成果指標（上位基本事

日

業の成果指標）

激励金

１

を支給することで、競

事

技意欲及び競技レベル

務

の向上を図る 名称 単位

事

。 ① 全国大会の入賞者

業

数 人
② 国際大会の入賞

の

者数 人

事務事業の各種

現

指標の実績と見込及び

状

目標

R3年度 R4年度

　

R4年度 R5年度 R6

Ｐ

年度 R7年度 R8年度

Ｌ

指標 ＼ 年度 単位
実

Ａ

績値 計画値 実績値 計画

Ｎ

値 目標値 目標値 目標値

及

(1)の ① 件 33 92

び

67 94 96 98 10

Ｄ

0
活動指標 ② 回 1 5 1

Ｏ

4 5 5 5 5
(2)の ①

事

人 61,218 62,

務

360 61,375 6

事

1,656 61,93

業

8 62,219 62,

名

500
対象指標 ②
(3

N

)の ① 人 29 82 53

o

84 86 88 90
成果

.

指標 ② 人 4 4 14 4 4

4

4 4
(4)の結果の ①

3

人 16 28 21 28 2

5

8 28 28
成果指標 ②

国

人 3 2 6 2 2 2 2
予算

体

費目 会計 01 一般会

、

計 款 10 項 06 目 03

全

コスト 年度 R3年度 R

国

4年度 R4年度 R5年

大

度 R6年度 R7年度 R

会

8年度
実績値 計画値 実

出

績値 計画値 目標値 目標

場

値 目標値
事業費(決算

激

又は予算額)Ａ 単位 6

励

67 1,250 1,0

事

75 3,566 4,0

業

95 4,095 4,0

政

95

財
源
内
訳

 国庫支

策

出金 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 県支出金 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

務

の他 千円 0 0 0 1,5

事

60 1,690 1,6

業

90 1,690
 一般

施

財源 千円 667 1,2

策

50 1,075 2,0

の

06 2,405 2,4

位

05 2,405
人件費

置

Ｂ 千円 879.7 87

基

9.7 1,013.6

本

1,013.6 1,0

事

13.6 1,013.

業

6 1,013.6
正職

主

員従事時間×人数 時間

管

×人 81× 3 81× 3

課

140× 2 140× 2

名

140× 2 140× 2

課

140× 2
正職員以外

長

の人件費 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
その他の費用Ｃ

こ

千円 31 31 121 1

の

21 121 121 12

事

1
トータルコストA+

務

B+C 千円 1,577

事

.7 2,160.7 2

業

,209.6 4,70

の

0.6 5,229.6

開

5,229.6 5,2

始

29.6
単位あたりコ

時

スト ① 千円/人 0 0 0

期

0.1 0.1 0.1 0

事

.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

務

/(2)の対象指標）

区

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

分

0

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の理由
大・縮小）必要

業

はありませ
□ ない

んか

名

？

世界大会や全国大会

N

出場選手の激励を目的

o

としているが、市民に

.

広く
事業進展等による

4

環境変化 □ ある
周知す

3

ることにより、市民の

5

スポ―ツに対する関心

国

を高めるきっかけ
に伴

体

い、目的を見直す（目

、

その理由 となるよう、

全

市民への周知方法を拡

国

充する必要がある。
的

大

の追加・拡充又は絞込

会

）

必要はありませんか

出

？ ■ ない

有
効
性

市ホー

場

ムページ、広報、スポ

激

ーツ協会加盟団体、学

励

校等へ広く事業の趣旨

事

を周
今以上に事業の成

業

果を向上
知することで

２

、交付対象者の拡大、

評

市民への関心を高める

価

。
させる方法を記入し

　

て下さ

い。 内　容
※(

Ｃ

3)の成果指標を向上

Ｈ

させる

　ことはできま

Ｅ

すか？

激励対象大会を

Ｃ

見直し、激励金の交付

Ｋ

対象者を拡充しことに

目

より、多くの競技
目的

的

達成状況 内　容 者を激

妥

励する機会を設けてい

当

る。また、市を挙げて

性

選手を応援する機運を

こ

高め
ている。
□民間へ

の

の一部委託 □民間への

事

全部委託
市関与の必要

業

性 □指定管理 □補助金

の

・負担金助成 ■市の直

必

営
内　容

　（実施手法

要

） 世界大会や全国大会

性

出場選手を市をあげて

は

激励することが目的の

薄

ため。

効
率
性

対象が限

れ

定的なため、統廃合は

て

できない。
事務事業の

得

統廃合により、

事業の

ら

効率化を図り、成果
内

れ

　容
を向上させる方法

て

を記入し

て下さい。

単

い

一的な事務なため、さ

る

らなる削減はできない

い

。
現状より事業費・人

ま

件費を

削減する方法を

せ

記入して下

さい。（仕

ん

様の変更、外部 内　容

か

委託、従事時間の削減

。

等は

できないか？)

公

十

平
性

負担を強いる受益

分

者がいない
□ ある □ 現

な

状で適正
受益者負担は

成

ありますか？

また、受

果

益者負担割合は適 □ な

が

い □ 検討が必要 内　容

理

正ですか？
■ 受益者が

　

いない

３
改
革
改
善
案
　

由

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

対象者が

得

制度を知らず、申請し

ら

てい 支給対象者全員が

れ

この制度を利用し
事業

て

実施上の課題、住 ない

い

可能性がある。 てもら

ま

えるよう、市民への制

す

度の周
民・議会等から

か

の意見 意　見 対応策 知

？

方法を検討する。
と対

得

応策

対象となる大会を

ら

拡大した。 支給額の引

れ

き上げ及び、限度額を

て

設
R5年度の事業計画

い

は前 変　更
けて、複数

な

回申請できるよう要綱

い

を
年度から変更・追加

事

は 前年度 ・
改正した。

業

あるか 追　加

今後の事

進

業・コスト・成果の方

展

向性 今後の事業の方向

等

性、改革・改善案
※今

に

年度からの具体的な事

よ

業の進め方、手段の見

る

直し等、各方向性の内

環

容

　　　　　　　　　

境

■　拡大 支給対象者全

変

員がこの制度を利用し

化

てもらえるよう、
　　

あ

　　　　　　　□　改

る

善 市民への制度の周知

に

方法を検討する。
　　

伴

　　　　　　　□　現

い

状維持 懸垂幕やPR看

、

板等を設置し、本市に

対

ゆかりのある選手
　　

象

　　　　　　　□　縮

を

小 の活躍を市民に広く

見

周知することにより、

直

市全体で選
　　　　　

す

　　　　□　統合 手を

（

応援する機運を高める

拡

。
　　　　　　　　　

そ

□　完了 国内で開催さ

の

れるアジア競技大会な

理

どの機運醸成に合
　　

由

　　　　　　　□　廃

大

止・休止 わせ、市内の

・

競技レベル向上と市民

縮

誰もがスポーツに
コス

小

トの方向性 親しめる機

）

会の提供を検討してい

必

くことにより、スポ
　

要

　　　　　　　　↑　

は

増加 ーツ実施率の向上

あ

を図る。
成果の方向性

り

　　　　　　　　　↑

ま

　増加

2

せ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 435 国体、全国大会出場激励事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みよし市内の競技レベル向上への意欲を促進している。また
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、市民に広く周知することにより、出場選手を応援する機運
いませんか。十分な成果が 理　由

を高めている。
得られていますか？ □ 得られ

様

ていない

令和４（20

式

22）年度に激励対象

1

大会を見直し、激励金

-

の交付対象者を
事業進

2

展等による環境変化
■

事

ある 拡充した。
に伴い

務

、対象を見直す（拡
そ



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 436 カヌー競技推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 平成6(1994)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 スポーツ基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

平成6(1994)年のわかしゃち国体を契機として整備し 三好池カヌー競技場、保田ヶ池カヌーポロ競技場をカ
たカヌー競技場を有効活用し、カヌー競技を通じた青 ヌー協会員（中学、高校のカヌー部等）の活動の場と
少年健全育成とカヌースポーツの振興を図る。 して、また初心者向けの教室、体験会の場として提供
「ＳＤＧｓの取組：３,４」 。

カヌー競技備品の購入、修繕。
カヌー競技施設を有効活用し、カヌーの普及振興を図
り、カヌーを通じてスポーツ活動を促進し、健康増進
を図る必要がある。

三好池カヌー競技場、保田ヶ池カヌーポロ競技場

令

をカヌー協会員（中学

和

、高校のカ
R4年度に

 

実施した具体的な ヌー

5

部等）の活動の場とし

年

て、また初心者向けの

度

教室、体験会の場（水

（

上deお花見
事業の方

4

法、手順、指標に対す

年

）として提供。
る成果

度

等 カヌー競技備品の購

実

入、修繕。

事務事業を

施

取り巻く状況は過去と

分

比べ変化しているか (

）

1)活動指標（事務事

事

業の活動量を表す指標

務

）

三好池カヌー競技場

事

は、平成6(1994

業

)年わかしゃち国体を

目

名称 単位
契機として整

的

備、その後令和3(2

評

021)年度に再整備

価

を実施 ① 三好池カヌー

表

センター/競技場開場

様

日数 日
変 化

。 ② 保田

式

ヶ池カヌーポロ競技場

1

開場日数 日
内 容

再整

-

備後の競技場を有効活

1

用し、更なるカヌー競

記

技の普及
振興を図る必

入

要がある。

対象(この

日

事業の対象、範囲とな

令

る人、物) (2)対象

和

指標（対象の大きさを

0

表す指標）

人口 名称 単

5

位
① 人口 人
②

目的(こ

年

の事業によって上記対

1

象をどのような状態に

2

したいのか) (3)成

月

果指標（目的の達成度

0

を示す指標）

カヌー競

6

技に触れる機会を設け

日

る。 名称 単位
① 自主開

１

催事業件数 件
②

結果(

事

上位基本事業の意図)

務

(4)結果の成果指標

事

（上位基本事業の成果

業

指標）

カヌー競技に親

の

しんでもらう。 名称 単

現

位
① カヌー競技場の利

状

用者数 人
② みよし市カ

　

ヌー協会会員数 人

事務

Ｐ

事業の各種指標の実績

Ｌ

と見込及び目標

R3年

Ａ

度 R4年度 R4年度 R

Ｎ

5年度 R6年度 R7年

及

度 R8年度
指標 ＼ 

び

年度 単位
実績値 計画値

Ｄ

実績値 計画値 目標値 目

Ｏ

標値 目標値
(1)の ①

事

日 306 306 306

務

306 306 306 3

事

06
活動指標 ② 日 30

業

6 306 306 306

名

306 306 306
(

N

2)の ① 人 61,21

o

8 62,360 61,

.

375 61,656 6

4

1,938 62,21

3

9 62,500
対象指

6

標 ②
(3)の ① 件 15

カ

20 19 20 20 20

ヌ

20
成果指標 ②

(4)

ー

の結果の ① 人 15,4

競

31 23,600 18

技

,498 24,600

推

25,600 26,6

進

00 27,600
成果

事

指標 ② 人 353 500

業

349 500 500 5

政

00 500
予算費目 会

策

計 01 一般会計 款 1

こ

0 項 06 目 03

コスト

の

年度 R3年度 R4年度

事

R4年度 R5年度 R6

務

年度 R7年度 R8年度

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

施

値
事業費(決算又は予

策

算額)Ａ 単位 56,8

の

93 26,923 26

位

,057 24,549

置

21,343 20,8

基

68 21,343

財
源

本

内
訳

 国庫支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 県支

業

出金 千円 0 0 0 0 0 0

主

0
 地方債 千円 0 0 0

管

0 0 0 0
 その他 千円

課

17,653 0 1,5

名

86 0 0 0 0
 一般財

課

源 千円 39,240 2

長

6,923 24,47

名

1 24,549 21,

こ

343 20,868 2

の

1,343
人件費Ｂ 千

事

円 9,614.7 11

務

,004.8 5,24

事

1.8 5,241.8

業

5,241.8 5,2

の

41.8 5,241.

開

8
正職員従事時間×人

始

数 時間×人 332× 8

時

380× 8 181× 8

期

181× 8 181× 8

事

181× 8 181× 8

務

正職員以外の人件費 千

区

円 0 0 0 0 0 0 0
その

分

他の費用Ｃ 千円 374

法

374 707 707 7

定

07 707 707
トー

受

タルコストA+B+C

託

千円 66,881.7

事

38,301.8 32

務

,005.8 30,4

自

97.8 27,291

治

.8 26,816.8

事

27,291.8
単位

務

あたりコスト ① 千円/

こ

人 1.1 0.6 0.5

の

0.5 0.4 0.4 0

事

.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

務

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

業

0

1

の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

縮小）必要はありませ

業

□ ない
んか？

カヌー競

名

技を通じた青少年の健

N

全育成とカヌースポー

o

ツの振興につい
事業進

.

展等による環境変化 □

4

ある
て成果を得ている

3

ため。
に伴い、目的を

6

見直す（目
その理由

的

カ

の追加・拡充又は絞込

ヌ

）

必要はありませんか

ー

？ ■ ない

有
効
性

カヌー

競

やＥボートを市民が体

技

験できる機会を増やし

推

、施設の有効活用と市

進

民へ
今以上に事業の成

事

果を向上
のカヌーの普

業

及振興を図る。
させる

２

方法を記入して下さ
ま

評

た、みよし市カヌー協

価

会が有する専門性を活

　

かし、自主運営団体と

Ｃ

してカヌ
い。 内　容

ー

Ｈ

の普及振興事業が実施

Ｅ

できるよう、支援する

Ｃ

。
※(3)の成果指標

Ｋ

を向上させる

　ことは

目

できますか？

カヌー協

的

会主催のカヌー教室や

妥

競技会を開催し、カヌ

当

ーの普及及び競技力向

性

上
目的達成状況 内　容

こ

に努めている。

□民間

の

への一部委託 □民間へ

事

の全部委託
市関与の必

業

要性 ■指定管理 ■補助

の

金・負担金助成 ■市の

必

直営
内　容

　（実施手

要

法） カヌー競技推進は

性

一部カヌー協会への補

は

助金交付により実施。

薄

施設管理につい
ては、

れ

市の直営で実施してい

て

るが、今後指定管理が

得

できるかの検討は必要

ら

。

効
率
性

カヌー競技に

れ

特化した事業のため、

て

他のスポーツ事業と統

い

廃合できる事業はな
事

る

務事業の統廃合により

い

、
い。

事業の効率化を

ま

図り、成果
内　容

を向

せ

上させる方法を記入し

ん

て下さい。

施設の老朽

か

化に伴い、修繕費用が

。

増加していることや軽

十

微な補修等があること

分

現状より事業費・人件

な

費を
から削減は難しい

成

。
削減する方法を記入

果

して下

さい。（仕様の

が

変更、外部 内　容
委託

理

、従事時間の削減等は

　

できないか？)

公
平
性

由

カヌーセンター施設使

得

用料について、受益者

ら

負担
■ ある ■ 現状で適

れ

正
受益者負担はありま

て

すか？ の見直しにより

い

使用料を定め、適切に

ま

徴収してい
また、受益

す

者負担割合は適 □ ない

か

□ 検討が必要 内　容 る

？

。また、カヌーの個人

得

艇の保管について、行

ら

政
正ですか？ 財産目的

れ

外使用料を徴収してい

て

る。
□ 受益者がいない

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

な

Ｉ
Ｏ
Ｎ

令和3(202

い

1)年度に施設整備を

事

行っ これまでカヌーに

業

親しむ機会がなか
事業

進

実施上の課題、住 た三

展

好池カヌー競技場を有

等

効活用す った市民に対

に

し、体験会を開催し、

よ

民・議会等からの意見

る

意　見 ることが必要。

環

対応策 関心を高める。

境

と対応策 会員数増に向

変

けた取組が必要。

コロ

化

ナウイルス感染対策を

あ

講じなが 16年ぶりに

る

本市で開催する、令和

に

５
R5年度の事業計画

伴

は前 変　更
ら、コロナ

い

以前のような教室、大

、

会 年度全国中学生カヌ

対

ースプリント選
年度か

象

ら変更・追加は 前年度

を

・
を開催した。 手権大

見

会を支援するため、主

直

管団体
あるか 追　加

へ

す

補助金を交付する。

今

（

後の事業・コスト・成

拡

果の方向性 今後の事業

そ

の方向性、改革・改善

の

案
※今年度からの具体

理

的な事業の進め方、手

由

段の見直し等、各方向

大

性の内容

　　　　　　

・

　　　□　拡大 令和3

縮

(2021)年度に施

小

設整備を行った三好池

）

カヌー競
　　　　　　

必

　　　■　改善 技場を

要

有効活用し、カヌース

は

ポーツの推進を図る。

あ

　　　　　　　　　□

り

　現状維持 カヌー競技

ま

力の向上を図るため、

せ

会員相互が責任を持
　

な

　　　　　　　　□　

い

縮小 ち持続可能なカヌ

ん

ー協会の運営が行える

か

よう、カヌー
　　　　

？

　　　　　□　統合 協

事

会の法人格取得を支援

業

する。
　　　　　　　

進

　　□　完了 本市の地

展

域性を活かした水辺の

等

スポーツを推進するた

に

　　　　　　　　　□

よ

　廃止・休止 め、カヌ

る

ー協会主催によるカヌ

環

ー体験会を支援する。

境

コストの方向性
　　　

変

　　　　　　↓　減少

化

成果の方向性
　　　　

あ

　　　　　→　維持

2

る
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 436 カヌー競技推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

カヌー競技を通じた青少年の健全育成とカヌースポーツの振
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

興に寄与しているため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

カヌー競技者を対象とした事業だけでなく、市民にカヌーへ

様

の関心を
事業進展等に

式

よる環境変化
■ ある 高

1

めてもらう事業の実施

-

により、カヌーの普及

2

振興を図ることができ

事

に伴い、対象を見直す

務

（拡
その理由 る。

大・



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 437 総合型地域スポーツクラブ運営補助事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 生涯にわたって健康に暮らせるようにしよう

の位置
基本事業 スポーツ

主管課名 スポーツ課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 平成16(2004)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市地域スポーツクラブ補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地域において、子どもから高齢者まで様々なスポーツ 平成16(2004)年に三好中学校区を活動拠点とした「な
を愛好する人々が参加できる、総合的なスポーツクラ かよしクラブ」、平成19(2007)年に南中学校区を活動
ブの運営を補助する。 拠点とした「三好さんさんスポーツクラブ」、平成28
「ＳＤＧｓの取り組み：３,４」 (2016)年度に東海学園大学を活動拠点とした「三好と

もいきスポーツクラブ」が設立され、地域における生
涯スポーツ推進の一役を担って

令

活動している。
総合型

和

地域スポーツクラブは

 

、国のスポーツ基本計

5

画
に基づき設立された

年

ものであり、本市では

度

、住民の健
康増進、ス

（

ポーツ推進、交流の場

4

となっている。

クラブ

年

事務員の人件費及びク

度

ラブハウスの光熱水費

実

の補助を行った。
R4

施

年度に実施した具体的

分

な 担当職員が、クラブ

）

の運営委員会等に出席

事

し、クラブ運営への助

務

言を行った。
事業の方

事

法、手順、指標に対す

業

市広報や市ホームペー

目

ジを媒体としたクラブ

的

の啓発活動を行った。

評

る成果等

事務事業を取

価

り巻く状況は過去と比

表

べ変化しているか (1

様

)活動指標（事務事業

式

の活動量を表す指標）

1

各クラブが自主運営団

-

体として事業展開でき

1

るよう、活動 名称 単位

記

場所の確保や市主催事

入

業を委託するなど、支

日

援・連携が必 ① 運営委

令

員会開催数 回
変 化

要

和

である。 ②
内 容

対象

0

(この事業の対象、範

5

囲となる人、物) (2

年

)対象指標（対象の大

0

きさを表す指標）

市民

5

名称 単位
① 人口 人
②

目

月

的(この事業によって

2

上記対象をどのような

4

状態にしたいのか) (

日

3)成果指標（目的の

１

達成度を示す指標）

ク

事

ラブスポーツ活動に参

務

加をしてもらう。 名称

事

単位
 ① クラブの会員

業

数 人
② クラブ総活動者

の

数 人

結果(上位基本事

現

業の意図) (4)結果

状

の成果指標（上位基本

　

事業の成果指標）

日常

Ｐ

的にスポーツをし、仲

Ｌ

間づくりに取り組んで

Ａ

もらう。 名称 単位
① 成

Ｎ

人の週1回以上のスポ

及

ーツ実施率 ％
②

事務事

び

業の各種指標の実績と

Ｄ

見込及び目標

R3年度

Ｏ

R4年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

務

R8年度
指標 ＼ 年

事

度 単位
実績値 計画値 実

業

績値 計画値 目標値 目標

名

値 目標値
(1)の ① 回

N

26 27 26 27 27

o

27 27
活動指標 ②
(

.

2)の ① 人 61,21

4

8 62,360 61,

3

375 61,656 6

7

1,938 62,21

総

9 62,500
対象指

合

標 ②
(3)の ① 人 1,

型

484 2,000 1,

地

634 2,000 2,

域

000 2,000 2,

ス

000
成果指標 ② 人 2

ポ

7,284 54,50

ー

0 35,959 55,

ツ

000 55,500 5

ク

6,000 56,00

ラ

0
(4)の結果の ① ％

ブ

45 53.5 47.8

運

57.3 61.2 65

営

65
成果指標 ②

予算費

補

目 会計 01 一般会計

助

款 10 項 06 目 03

コ

事

スト 年度 R3年度 R4

業

年度 R4年度 R5年度

政

R6年度 R7年度 R8

策

年度
実績値 計画値 実績

こ

値 計画値 目標値 目標値

の

目標値
事業費(決算又

事

は予算額)Ａ 単位 4,

務

454 6,000 4,

事

771 6,000 6,

業

000 6,380 6,

施

000

財
源
内
訳

 国庫

策

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 県支出金 千円 0

位

0 0 0 0 0 0
 地方債

置

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

基

その他 千円 0 0 0 0 0

本

0 0
 一般財源 千円 4

事

,454 6,000 4

業

,771 6,000 6

主

,000 6,380 6

管

,000
人件費Ｂ 千円

課

1,375.6 1,4

名

48 1,140.3 1

課

,140.3 1,14

長

0.3 1,140.3

名

1,140.3
正職員

こ

従事時間×人数 時間×

の

人 76× 5 80× 5 4

事

5× 7 45× 7 45×

務

7 45× 7 45× 7
正

事

職員以外の人件費 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
その他

の

の費用Ｃ 千円 83 83

開

424 424 424 4

始

24 424
トータルコ

時

ストA+B+C 千円 5

期

,912.6 7,53

事

1 6,335.3 7,

務

564.3 7,564

区

.3 7,944.3 7

分

,564.3
単位あた

法

りコスト ① 千円/人 0

定

.1 0.1 0.1 0.

受

1 0.1 0.1 0.1

託

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

事

2)の対象指標）② 千

務

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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事務事業名 No. 437 総合型地域スポーツクラブ運営補助事業
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